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殿

衆
議
院
議
員
長
妻
昭
君
提
出
厚
生
年
金
違
法
未
加
入
二
百
万
人
問
題
の
解
決
の
本
気
度
（
緊
急
対
策
の
予
算
化
、
法
令
違
反

事
業
所
へ
の
告
発
等
）
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
長
妻
昭
君
提
出
厚
生
年
金
違
法
未
加
入
二
百
万
人
問
題
の
解
決
の
本
気
度
（
緊
急
対
策
の
予
算
化
、
法
令

違
反
事
業
所
へ
の
告
発
等
）
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

厚
生
年
金
保
険
の
未
適
用
事
業
所
に
対
す
る
適
用
促
進
に
つ
い
て
は
、
政
府
と
し
て
は
、
従
来
か
ら
、
し
っ
か
り
と
取
り
組

む
べ
き
重
要
な
課
題
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
先
の
答
弁
書
（
平
成
二
十
八
年
一
月
二
十
六
日
内
閣
衆
質
一
九
〇

第
五
八
号
）
一
に
つ
い
て
で
お
答
え
し
た
と
お
り
、
こ
れ
ま
で
行
っ
て
き
た
必
要
な
取
組
を
、
引
き
続
き
、
計
画
的
か
つ
確
実

に
行
う
と
と
も
に
、
よ
り
効
果
的
、
効
率
的
に
厚
生
年
金
保
険
の
未
適
用
事
業
所
に
対
す
る
適
用
が
促
進
さ
れ
る
よ
う
必
要
な

対
策
を
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
お
尋
ね
の
「
こ
の
問
題
の
解
決
ま
で
に
要
す
る
時
間
」
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
お

答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
ま
た
、
御
指
摘
の
「
予
算
増
額
」
を
行
う
こ
と
は
考
え
て
い
な
い
。

お
尋
ね
の
「
現
在
の
厚
生
年
金
違
法
未
加
入
に
対
す
る
職
員
数
と
予
算
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な

く
、
ま
た
、
日
本
年
金
機
構
に
お
い
て
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
適
用
促
進
業
務
の
ほ
か
に
も
、
厚
生
年
金
保
険
料
の
徴
収
業
務

等
を
兼
務
し
て
従
事
す
る
職
員
が
い
る
こ
と
か
ら
、
お
尋
ね
に
つ
い
て
一
概
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

御
指
摘
の
健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
二
百
八
条
及
び
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百

十
五
号
）
第
百
二
条
に
お
い
て
は
、
事
業
主
が
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
被
保
険
者
（
健
康
保
険
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す

一



る
日
雇
特
例
被
保
険
者
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
資
格
の
取
得
及
び
喪
失
並
び
に
報
酬
月
額
及
び
賞
与
額
に
関
す
る
届
出
義

務
、
被
保
険
者
等
に
対
す
る
資
格
の
取
得
等
の
通
知
義
務
、
保
険
料
を
納
付
す
る
義
務
並
び
に
文
書
そ
の
他
の
物
件
の
提
出
義

務
等
に
違
反
し
た
場
合
、
六
月
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
旨
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
厚
生
年
金
保
険

を
適
用
す
べ
き
事
業
所
に
対
す
る
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
適
用
事
業
所
と
な
っ
た
後
に
お
い
て
も
、
被
保
険
者
資
格
の
取
得
及

び
喪
失
の
届
出
、
毎
月
の
保
険
料
納
付
等
、
事
業
主
の
義
務
を
的
確
に
履
行
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
と
考
え
て
お
り
、
お
尋
ね
の

「
刑
事
告
発
し
た
件
数
、
罰
則
を
受
け
た
事
業
所
」
を
把
握
す
る
こ
と
は
考
え
て
い
な
い
。
ま
た
、
日
本
年
金
機
構
や
全
国
健

康
保
険
協
会
が
こ
れ
ら
の
告
発
を
行
っ
た
こ
と
は
な
い
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

お
尋
ね
の
「
こ
れ
ら
の
条
文
に
基
づ
く
告
発
や
罰
則
が
無
さ
す
ぎ
る
と
お
考
え
か
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら

か
で
は
な
い
た
め
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
ま
た
、
御
指
摘
の
刑
事
告
発
に
つ
い
て
は
、
事
業
主
の
理
解
を
求
め

な
が
ら
、
可
能
な
限
り
自
主
的
な
加
入
手
続
を
指
導
し
、
保
険
料
納
付
等
の
事
業
主
の
義
務
を
的
確
に
履
行
さ
せ
る
よ
う
取
り

組
む
と
と
も
に
、
健
康
保
険
法
及
び
厚
生
年
金
保
険
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
個
々
の
事
案
に
応
じ
て
、
適
切
に
対
応
し
て
ま
い

り
た
い
。

御
指
摘
の
約
二
百
万
人
程
度
と
い
う
推
計
値
に
つ
い
て
は
、
先
の
答
弁
書
（
平
成
二
十
八
年
一
月
十
二
日
内
閣
衆
質
一
九
〇

二



第
六
号
）一
か
ら
四
に
つ
い
て
で
お
答
え
し
た
と
お
り
で
あ
る
が
、こ
れ
に
つ
い
て
業
種
別
の
人
数
の
推
計
は
行
っ
て
い
な
い
。

平
成
二
十
六
年
国
民
年
金
被
保
険
者
実
態
調
査
の
調
査
票
に
お
い
て
は
、
勤
務
先
の
業
種
を
調
査
項
目
の
一
つ
と
し
て
い
る

が
、
こ
れ
は
厚
生
年
金
保
険
の
適
用
業
種
か
ど
う
か
を
判
別
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
り
、
業
種
別
の
人
数
を
集
計
す
る
こ
と
を

目
的
と
す
る
も
の
で
は
な
い
た
め
、
業
種
別
の
人
数
や
割
合
を
適
切
に
推
計
す
る
こ
と
は
、
精
度
上
の
課
題
が
あ
り
、
困
難
で

あ
る
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
理
由
か
ら
、
御
指
摘
の
「
業
種
別
の
人
数
及
び
割
合
を
算
出
」
に
つ
い
て
は
、
現

時
点
に
お
い
て
、
考
え
て
い
な
い
。

三


